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はしがき 
 

 日本では昨年 9 月以降、高速道路の料金が各地で値下げされている。これまで日本

の高速道路料金は国際的に高すぎると言われてきたことがこの値下げの一つの理由で

ある。高速道路の料金設定においては政治的要素も大きく絡んでいるだろう。昨夏に

行われた衆議院選挙では、民主党がマニフェストとして高速道路の無料化を盛り込ん

だ。このように道路料金について昨年以来、議論が盛んになっているが、ここで私自

身、経済学的に望ましい料金設定はどういったものなのか、そして望ましい料金設定

は成されているのかについて研究してみたいと考えた。本論文では高速道路を中心と

した道路交通事業について料金設定の観点から理論・実証研究を行っていく。 

道路交通という分野には市場はなく、商品の売買もない。したがってミクロ経済学

的な分析は難しいように思われる。しかし、ミクロ経済学の市場の論理に従い、道路

の利用も需要と供給の関係としてとらえることができる。自動車運転者は道路サービ

スを需要し、道路はそのサービスを供給する。そこには通常の売り買いのような貨幣

を媒介とした取引はないが、利用者には何らかの形で費用が課せられる。需要が供給

を上回った状態は渋滞といえる。本論文では、所属する研究会の活動を通じて学んで

きたミクロ経済学・産業組織論の知識、それに加えて計量経済学の知識を活かし、最

適な料金設定について多角的に分析を行う。 
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序章 
 
 第 1 章は道路料金制度についての現状分析を行う。まず、日本の有料道路の料金制

度について整理・分析する。次にロードプライシング (Road Pricing) と呼ばれる料

金制度に焦点を当てる。ロードプライシングに関しては、理論的な面から混雑料金と

いう概念を分析した上で、導入事例とその効果について考察する。 

 第 2 章は最適な道路料金について、発展的な理論の分析をする。Stenman (2005) は

道路料金について混雑による外部性だけでなく自動車の排気ガス等による外部性も考

慮し、最適な料金を定式化した。また、竹内 (2001) は都市高速道路間の最適な料金

格差について理論的に分析した。先行研究から、望ましい料金体系について考察する。 

 第 3 章は社会的総余剰を最大にする料金設定ではなく、収支均衡制約下での最適な

料金設定、すなわちラムゼイ価格について考える。まずラムゼイ理論についての分析

を行う。次に山内 (1987) が行ったラムゼイ料金の算出について考察する。 

 第 4 章ではコードンプライシングと呼ばれる料金制度に注目する。コードンプライ

シングは社会的に最適な料金ほど社会的総余剰を改善しないが、現実の道路への適用

が容易な課金方法である。文・奥嶋 (2004) は最適なコードン料金の算出を行ってお

り、モデルの分析・結果の考察を行う。 

 第 5 章は最適な混雑料金の導出についての先行研究の分析と、その研究に基づく実

証分析を行う。先行研究としては、井上・志田・鈴木・山浦 (2005) が東京都 23 区

における最適混雑料金の推定を行っており、それについて道路混雑の現状を踏まえた

上で分析する。次に先行研究のモデルを用い、交通量等の最新のデータから最適混雑

料金を導出する。 

 第 6 章では結論として第 5 章までの総括を行う。 



 2 

第 1 章 有料道路の料金設定とロードプライシングの導入 
 

 最適な道路料金について理論分析、実証分析をする前に、現実の有料道路における

料金設定について整理する。1.1 節では日本の有料道路の料金設定に焦点を当て、海

外の事例とも比較しつつ、現状を分析する。1.2 節、1.3 節では近年、世界各地で注目

されているロードプライシングと呼ばれる料金政策に焦点を当てる。ロードプラシン

グは混雑料金という概念が基になっている。1.2 節においてはその混雑料金について

理論的な面から分析する。1.3 節では世界各国のロードプライシングの導入事例を整

理する。 

 

1.1  日本の有料道路の料金設定 

1.1.1  償還主義 

日本道路公団をはじめとする日本の有料道路の基本的な枠組みは、償還制と呼ばれ

る費用負担システムである。償還制は、道路建設を出資金および借入れによって行い、

その建設費と共用開始以後に発生する維持管理費および借入金への支払利子を、一定

期間（通常 30 年から 50 年）の料金収入およびそれに伴って発生する受取利子によっ

て返済するシステムである。償還制の概念を示したのが図 1-1 である。 

 

図 1-1：有料道路償還制の概念図 

                              出所：山内 (2002) 

図に示されているように、償還制では、建設費（出資金および借入金、図の A の部

分）およびその後発生する支払利子と維持管理費の部分（C の部分）との合計が、料

金収入とその受取利子の合計（B の部分）と等しくなればよい。つまり、面積につい

て A+C=B となることが要求される。 

 料金については、費用側では建設費と毎年の維持管理が想定され、利子率に一定の

仮定をおくことによって毎年の償還額全体が計算でき、需要側では各年の需要予測値

収入 

費用 

時間 建設 

A 

 

 

料金収入＋受取利子  B 

 

 

 

維持管理費＋支払利子 C 

A B C ＋ ＝ 

共用開始 償還終了 
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が計算できるわけであるから、需要量に料率（1 台キロ当たり料金）をかけた予想収

入が一定期間内に償還額に等しくなるように計算すればよいことになる。この関係を

式で表わせば次のようになる。 

( )( ) ( ) ( ) yt
T

t
t

ttT
T

t
t rOrKrPPD −

=

−

=

+++=+ ∑∑ 111
11

 

t を年次( 1=t は供用年次)、T を償還期間、P を料率（1 台キロ当たり料金）、 ( )PDt を

第 t 年の需要関数（料率の関数）、 r を利子率、 K を建設費、 tO を第 t 年の維持管理費

としている。 

 償還制の大きな特徴は、利益概念が存在しないことである。そもそも道路は道路法

上は無料であるべきとされ、有料道路は特別の措置によって有料とされている。償還

制では、償還期間が終了すれば、その道路は原則として無料開放されることになって

いる。その際、道路という資産は、本来はそれを管理すべき主体（例えば高速自動車

国道であれば国、地方道であれば該当する地方自治体）に無償で移管されることにな

る。 

 償還制は財政が逼迫している状態において、建設に要する資金を借入金と出資金で

賄い、後年度の利用者がそれを支払うという方法で、早期道路整備に向けた資金調達

上の効力を発揮してきた。しかし、償還期間が 30～50 年以上という長期にわたるこ

とから、需要をはじめとする将来推計の制度がきわめて重要である。 

 

1.1.2 料金プール制 

日本の有料道路制度において償還制と並ぶもう一つの柱は、料金プール制である。

料金プール制とは、複数の路線の料金を合計し、そのネットワーク全体に償還制を適

用する制度である。有料道路のうち、高速自動車国道に適用されている。ネットワー

ク全体を一体として償還することにより、比較的需要の少ない路線、それによって採

算性の思わしくない路線についても、東名高速道路や名神高速道路のような通行量が

多く採算のよい路線の稼ぎにより建設が可能になるという特徴を持っている。また、

料金水準も全国均一になる。 

 

1.1.3  日本の有料道路の料金体系 

まず、高速自動車国道における料金体系を見ていく。高速自動車国道においては距

離別料金制が取られている。具体的に料金は以下の式で表わされる。 

・（150 円＋距離×1km あたりの料金）×1.05（消費税） 



 4 

※端数については 24 捨 25 入し 50 円単位とする。 

※一部の均一料金区間を除く 

1km あたりの料金は、東京・大阪の大都市近郊区間については普通車 29.52 円とな

っている。また、100km を超える長距離を走行する場合、100km から 200km の部分

については 25％割引、200km を超える部分については 30％割引をしている。 

 次に高速道路の料金施策の変還を見ていく。高速道路の料金は前記の通り、償還制・

料金プール制に基づき額が定められてきた。プール制導入時（昭和 47 年 10 月）に車

種区分の簡素化が実施され、普通車は 8.0 円/km となった。表 1-1 を見ると分かるよ

うに以降、料率改定が実施されると共に、1km あたりの料金は高くなっている（単位

は円）。これは、路線網の拡大に伴う費用増加が要因である。 

 

表 1-1：1km あたり通行料金の推移（高速自動車国道／プール制導入以後） 

 

出所：古川 (2009)  

 高速自動車国道が距離別料金制であるのに対し、首都高速道路、阪神高速道路など

いわゆる都市高速道路については固定料金制がとられている。首都高速道路の普通車

の料金体系を表 1-2 に示した。表 1-2 を見て分かるように、区間、時間帯によって料

金が異なり、近年では ETC 割引制度の導入により、料金体系は細分化されている。 

 

 

 

 



 5 

表 1-2：首都高速道路・普通車の料金体系 

 
出所：首都高速道路株式会社ホームページより作成 

 

1.1.4 海外との比較 

日本の道路料金制度を見たところで、日本と海外主要国の高速道路の比較をしたい。 

表 1-3 を見ると、料金徴収の有無に関しては米国、英国においては大半の区間が無料

であるのに対し、フランス、イタリアは、有料区間が大半を占めていることが分かる。 

 

表 1-3：主要国の高速道路 

 
  出所：古川 (2009)  

近年においては、米国における混雑緩和のための有料制導入、ドイツにおける混雑

緩和のための有料制導入、ドイツにおける大型車課金制度(1995 年度)、英国における

有料道路自動車専用道路の共用(2003 年)等に見られるように、利用者に対する課金制

度が拡大しつつある。 
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 表 1-3 においては、日本の料金水準が相対的に他国を上回ることも分かる。その要

因として、国土交通省による調査（高速道路建設コストの日米比較）によると国土の

狭さ、人口密度や経済活動水準の高さが用地費に反映すること、地形が急峻であるた

めトンネル、橋梁等の構造比率が高いこと、世界有数の地震国であることに対応した

道路構造の必要性等が建設費に影響を与えているとされる。しかしこのような要因よ

りも、前項で説明した償還主義が大きな要因となるであろう。高速道路の供用後にか

かる維持管理費や資本コスト（負債利息等）のほか、道路建設にかかった土地代や建

設費などすべての費用を一定期間で料金として回収することが、日本の道路料金の高

さの一番の理由であると思われる。 

 

1.2 混雑料金と経済厚生 

道路交通における経済的損失の大半は混雑によるものである。交通経済学において

は交通渋滞を「超混雑」(hyper-congestion) と呼び、静学モデルに基づいた議論が行

われてきた。混雑の経済損失とは、過大な交通量のために、社会的に効率的な交通量

の場合よりも低い水準の社会的余剰しか達成できないことである。 

資源配分から見て社会的に望ましい道路料金は限界費用に等しい値である。道路利

用者は、もし道路の利用に関する情報が完全であるならば、自らが見かけ上負担する

費用のみに基づいて道路利用の意思決定を行う。しかし、利用者全体で見た場合の限

界費用は自らが道路に流入することによって生じる混雑による他の利用者の遅れの部

分も含むものである。したがって、混雑が発生している際に道路利用が効率的に行わ

れるためには、他の利用者の混雑による遅れの費用を利用者に課す必要がある。この

部分が混雑料金である。 

混雑料金とは経済学的には私的限界費用と社会的限界費用の差のことである。混雑

料金を図 1-2 で理解していく。横軸を交通量、縦軸を価格・費用としている。 
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図 1-2：最適な混雑料金 

 

出所：Lindsey and Velhoef (2000) 

私的限界費用を 

( )qCPMC =  

とすると社会的費用 SC は ( )qCqSC ⋅= より SMC は以下の式で表わされる。 

( ) ( ) qqCqCqSCSMC ∂∂+=∂∂=  

よって最適な混雑料金は以下のように表わされる。 

( ) ( ) ( ) qqCqqPMCqSMC ∂∂⋅=−= *****τ  

上記は混雑により利用者全体で限界的に増加した費用であり、この分を混雑料金とし

て利用者から徴収することが経済的に望ましい。 

 効率的道路利用のために混雑料金が設定されたとき、社会的余剰はどのようになっ

ているかを分析する。図 1-5 において F 点で均衡が達成されている場合、社会的余剰

は原点から
*q までの需要曲線の下の面積（

*OHFq ）から同区間についての限界費用

曲線の下の面積（
*OAFq ）をマイナスした値、すなわち ABFH の面積によって示さ

れる。一方、混雑料金が課されていない場合の社会的総余剰は、
'* OAGqOHEq −

（ EFGABFH −= ）である。つまり混雑料金が課されなければ EFG の面積だけ社会

的総余剰が減少することになる。このことが経済理論から混雑料金が要請される一つ

の根拠となっている。 

ただし、注意したい点は混雑料金の導入は社会全体の効率性を改善する一方、道路

利用者の厚生を低下させるということである。図 1-5 において、社会的余剰は増加し

ているが、消費者余剰は減少することが容易に分かる（三角形
'HEp から

*HFp への減

少）。社会的観点では、消費者余剰の減少分を上回る料金収入を生むので、全体として

*τ

( )qp SMC

SAC
PMC
=

p

q*q

*p
'p

'q

D

H

A B
O

C
E

F

G



 8 

は経済厚生を改善する。一方、利用者にとっては混雑料金の導入によって交通混雑は

減少するものの、金銭的負担が混雑緩和効果を上回るので、厚生が低下することにな

るのである。 

この問題を解決する一つの案として、得られる税収を利用者に還元することが挙げ

られる。これにはいくつかの方法がある。 

一つ目に、税収を同じ混雑地域での代替的な交通手段であるバスや鉄道などの公共

交通機関への補助に利用する方法がある。料金収入を財源とした補助金の交付によっ

て、より公共交通機関が魅力的なものになれば、道路利用者は公共交通により転換す

ることになる。したがって、この方法は道路混雑の緩和に相乗的な効果を及ぼすこと

になるので支持されやすい。 

二つ目に、混雑料金の賦課によって過重な負担を強いられる道路利用者のために、

自動車関係諸税の税率を下げて負担を軽減する方法が挙げられる。ただし、負担が軽

くなった利用者が実質所得の増加分を再び自動車の利用に振り向けることで混雑緩和

効果を低下させるおそれがあることが注意点となる。 

三つ目に、混雑料金の収入を当該地域の道路の拡幅やネットワークの整備に向ける

方法が挙げられる。道路が混雑しているということは道路が不足していることを意味

するのであるから、道路容量を増やすために混雑料金収入を用いることは道路利用者

の指示を得られやすいし、混雑緩和の相乗効果も期待される。理論的にも、長期的観

点では、料金収入を用いて実施される交通容量の増加が費用便益基準を満たす場合、

利用者の厚生は増加することが文 (2004) によって示されている。 

 

1.3 ロードプライシングの導入 

1.2 節ではロードプライシングを理論的な面から捉えたが、ここでロードプライシ

ングについて整理したい。ロードプライシングの定義は、特定の地域に進入または通

行する車から料金を徴収することにより、道路混雑の激しい地域やその周辺の自動車

交通量を抑制し、交通渋滞や大気環境の改善を図る制度である。課金の目的に応じて、

混雑料金、あるいは環境ロードプライシングとも呼ばれる。日本の道路料金は 1.1 節

で述べたように、基本的に有料道路の建設費用を回収する意味合いで徴収されている

ため、ロードプライシングではない点に注意したい。 

世界のいくつかの都市では混雑対策や道路財源を目的として、ロードプライシング

が実際に行われたり、計画されている。以下に一部を紹介したい。 

シンガポールでは、1975 年に Area License Scheme と呼ばれる方式の課金を開始
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した。これは都市中心部に規制区域を設定し、朝のラッシュ時間帯にその規制区域を

通行する車両に事前に通行許可証を購入させ、それをフロントガラスに提示すること

を義務付けるものである。通行許可証を貼付していない場合には取り締まりの対象と

なり、罰金などの処罰が下される。導入後に行った調査では、導入前に比べて走行速

度が平均で 22%増加したことが報告されている。現在では許可証からスマートカード

という電子システム（日本での ETC がそれに相当する）に切り替えられ、それに伴

い課金方式もコードン料金制に変更されている。コードン料金制とは課金される地域

との境界線（コードン・ライン）をまたぐときに料金が課される方式をいう。電子シ

ステムの導入により、ロードプライシングの実行が非常に容易になった。 

1995 年には、米国のカリフォルニア州で新設された高速道路（91 Express lanes）

において、時間帯ごとに変動する料金が導入された。この道路は、既存の高速道路（無

料）に新しく 2 車線を追加したものであるが、民間企業が運営している。そこでは

HOV（2 人以上乗車する車）は常に無料であるが、それ以外の車両は時間帯によって

0.25～2.5 ドルに料金が変動する。 

イギリス・ロンドンにおいては 2003 年 2 月 17 日から混雑料金制が開始された。月

―金の朝 7 時から夕方 18 時までの間に都心部に流入する各車両に対し、1 日あたり 5

ポンド（約 1000 円）の料金が課された。導入二年後の報告書によると課金地域内の

交通遅延が課金前に比べ 30％減少した、また、トリップの所要時間が平均 14％減少

した。 

 上記以外にも、韓国のソウルやノルウェーの 3 都市においてもロードプライシング

が実施されている。日本においても非常に限定的であるが、首都高速道路・阪神高速

道路において、ロードプライシングが行われている。有料道路の料金に格差を設ける

ことにより、湾岸部等へ大型車の交通を誘導し、住宅地等への交通の集中を緩和させ

る。それにより道路交通騒音・自動車排出ガス等の沿道環境への影響を防ぐことを目

的としている。 
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第 2 章 道路料金に関する理論分析 
 

 この章では道路料金に関する国内外の論文を参考に、最適道路料金についての理論

分析をする。第 1 章に分析した混雑料金の理論を道路料金についての基礎理論とする

と、この章で分析する理論は応用理論といえる。2.1 節では Stenman (2005) の理論

に注目する。2.2 節では竹内 (2001) の理論に注目する。そして、2.3 節で 2.1 節と 2.2

節の考察をする。 

 

2.1 最適な環境ロードプライシング 

Stenman (2005) は最適な道路料金の設定に関して、従来ではあまり考慮されてこ

なかった環境要因を設定要因に含め、理論を展開した。混雑と環境の両面から最適な

ロードプライシングを分析しており、本論文で分析したい。 

q を走行距離、 E を環境質（大気汚染・騒音などの外部性）、 l を余暇、 x を個人消

費とし、代表的個人の効用を以下で表す。 

( )xlEquU ,,,=                                        (2.1) 

まず、労働時間 Lを所与とし、社会的（経済厚生的）に最適な状態を考える。政府の

目標は時間制約と予算制約に従った上で、代表的個人の効用を最大化することである。

τ を１日の時間（24 時間）、 v を車の速度とすると、時間制約式は以下の式で表わさ

れる。 

v
qLl −−= τ                                                     (2.2) 

vは内生的に決定され、 vq は交通に費やす時間を示す。余暇 l は 1 日の時間（24 時

間）から労働時間、交通所要時間を引いたものとして表わされている。 

また、予算制約式は z を単位距離あたりの交通費用（燃費・磨耗）、wを内生的に与

えられる賃金率とすると以下の式で表わされる。 

wLzqx =+                                                      (2.3) 

個人消費と交通費用の合計が賃金（賃金率×労働時間）に等しいことを意味する。 

単位距離あたりの交通費用 z は、混雑の悪化に伴う車の速度 v の減少により増加し

ていく。両者は相関（ 0＜dvdz ）があり、以下のように表わされる。 

( )vzz =                                                        (2.4) 

また、σ を単位距離あたりの排出量（排出係数）、b を排出される環境汚染物質のうち、

周囲に損失を与える度合いとすると、環境質 E は以下の式で表わされる。 
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bqE σ=                                                         (2.5) 

単位距離あたりの排出量σ は車の平均速度や停止、加速の程度によって変化する。σ

と車の速度 vは相関（ 0＜dvdσ ）があり、以下の式で表わされる。 

( )vσσ =                                                         (2.6) 

b は道路における交通密度δ に依存（ 0＞δddb ）し、以下の式で表わされる。 

( )δbb =                                                         (2.7) 

交通密度 δ は混雑の程度、車の平均速度に依存し、混雑が悪化するほど車の速度は低

下し車間の距離は縮まる（ 0＜dvdδ ）。δ と vの関係は以下のように表わされる。 

( )vδδ =                                                         (2.8) 

さらに、車の速度 v は走行距離 q と相関がある（ 0＜dqdv ）。走行距離が長いほど、

車は道路を長く走行していることになり、道路における平均交通密度が増加する。交

通密度の増加は混雑の悪化をもたらし、車速 vは低下する、ということを意味すると

思われる。 

(2.1)～(2.8)式から、効用U は q の関数として表わすことができる。 

( )( ) ( )( )( ) ( ) ( )( ) 







−−−= qqvzwL

qv
qLqvbqvqquU ,,, τδσ           (2.9) 

したがって、社会的に最適な効用水準をもたらす q は以下の式を満たす。 

01
2 =








+−








−−








+++ zq

dq
dv

dv
dz

dx
du

dq
dv

v
q

vdl
du

dq
dv

dv
d

d
dbqb

dq
dv

dv
dqb

dE
du

dq
du δ

δ
σσσ   (2.10) 

次に、非協力型のナッシュ均衡を想定し、個人にとって最適な q の水準を考える。効

用最大化を目指す個人は他者にもたらす混雑・環境汚染の外部性を無視する。したが

って、E と vは所与となる。また、政府によって課せられる一キロあたりの道路料金 t

を個人は考慮する。道路利用によって国が得る純収入（利益）は一括移転として道路

利用者へ還元されるとすると、予算制約式は以下の式で表される。 

( )( ) RwLqtvzx +=++                                          (2.11) 

R は一括移転を示している。また、 v は車の速度が所与であることを示している。し

たがって、効用U は以下のように表わされる。 

( ) 





 −−+−−= tqqvzRwL

v
qLEquU ,,, τ                      (2.12) 

(2.12)式を q に関して微分すると、個人にとって最適な効用水準をもたらす q は以下の

式で表される。 
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( ) 01
=+

∂
∂

−
∂
∂

−
∂
∂ tz

x
u

vl
u

q
u                                          (2.13) 

(2.10)式と(2.13)式を合わせると最適な道路料金 t が導かれる。 









++++

∂∂
∂∂

−=
dq
dv

dv
d

d
dbqb

dq
dv

dv
dqbMRS

dq
dv

dv
dzq

dq
dv

v
q

xu
lut Ex

δ
δ

σσσ2  (2.14) 

ExMRS は車が排出する環境汚染物質（NOx など）1 単位の増加に対し、道路利用者が

払ってもよい最大の金額を表わす。また、括弧内は環境質 E を q で微分したものであ

る。 

 この式（括弧ははずして考える）を解釈していく。第 1 項は自らが他の利用者に限

界的に課す時間費用を表わしている。第 2 項は追加的な車の流入による混雑の悪化が

もたらす私的交通費用（燃費・磨耗）の増分を表現している。第 3 項は自らの車が発

生させる排気ガスがもたらす限界的な損失額を示している。損失が起こる対象は道路

の利用者だけでなく、道路外も含んでいる。具体的に損失とは、排気ガスによる健康

被害、騒音などが挙げられるだろう。続いて、第四項は他の利用者の流入による混雑

の悪化によって、自らが追加的に発生させる排気ガスによる損失額を表わす。最後に

第五項は他の利用者の流入による交通密度の増加によって、自らが発生させる排気ガ

スがもたらす損失の増分を金銭換算したものを表わす。 

第 1 項と第 3 項は自らが他者に負の外部性を与えることによって、自らが負担しな

ければならない費用である。第 2 項、第 4 項、第 5 項は他者が自らに負の外部性をも

たらすことによって、自らが負担しなければならない費用といえる。ここで、労働時

間が内生的で個人によって最適な時間が選択されるならば、(2.12)式を L で微分する

ことにより、以下の式が得られる。 

w
xu
lu
=

∂∂
∂∂                                                      (2.15) 

(2.15)式から余暇の潜在価格は賃金率に等しいということがいえる。(2.15)式を(2.14)

式に代入することで最適な道路料金は以下と表わされる。 









++++−=

dq
dv

dv
d

d
dbqb

dq
dv

dv
dqbMRS

dq
dv

dv
dzq

dq
dv

v
qwt Ex

δ
δ

σσσ2      (2.16) 

外部費用を考慮した最適な道路料金についての理論は Pigou (1920) が最初に展開

して以来、数多く成されている。今後は混雑の外部性に限らず、Stenman (2005) が

取り入れた環境に関する外部性やその他の要因についても考慮された理論が示されて

いくと思われる。 
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2.2 都市高速道路における最適料金格差 

 これまで最適な道路料金の議論は、私的限界費用と社会的限界費用との乖離部分を

料金として徴収するという、ピグー的課税の議論が主体であり、単一ルートを前提と

したものであった。2.1 節で分析した理論も単一のルートを前提としていると言えよ

う。しかしながら、道路交通とはネットワークサービスである。単一のルートだけで

はなく、複数のルートが道路利用者の前に存在しているのが通常であり、道路利用者

はその中から自分にとって最適なルートを選択する。それに加えて、通行料金の存在

しない一般道路も代替的なルートとして機能している。このような状況下での道路利

用者の最適なルートの選択に対し、Wardrop は一つの解答を与えている。Wardrop

の原理に従えば、代替的な 2 つのルートがある場合には次のような定理が成立する。 

 (1)起終点間に存在する可能な経路のうち、利用される経路については所要時間がみ

な等しく、利用されないどの経路のそれよりも小さい。 

 (2)道路網中の総走行時間は最小である。 

これらはそれぞれ Wardrop の第 1 原理、第 2 原理と呼ばれるが、とりわけ重要なの

は第 1 原理である。すなわち、複数ルートがある場合、道路利用者はその走行時間（費

用）がより少ないルートを選択するが、道路利用者がそのように行動するならば、最

終的には各ルートにおける走行時間（費用）は均等化し、そのようにして交通量は配

分され、均衡に至る。もちろん車の走行は、沿線に SPM や NOx などの環境汚染（費

用）を与えるが、それは道路利用者の考慮外におかれている。 

 竹内 (2001) は都市高速道路ネットワークとそれと代替的な関係にある無料の一般

道路を考え、都市高速道路の最適料金格差について理論分析を行った。具体的には図

2-1 のようなネットワークを考える。 

 

図 2-1 交通ネットワークモデル 

 

出所：竹内 (2001) 

道路利用者は起点の O 点から終点の D 点までのトリップを行うこととし、3 つのルー

トが与えられているものとする。このうちルート A とルート B は都市高速道路であり、

O D 

ルートA(都市高速道路) 

ルートB(都市高速道路) 

ルートC(無料一般道路) 
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同じ組織によって運営されているネットワークの一部である。ルート A は例えば、住

宅地の中を走行する高速道路であり、そのため道路の形状がそれほど良くなく、同じ

交通量でもルート B よりも多くの混雑を発生させ、時間費用の上昇が大きい。一方、

ルート B は例えば湾岸部分を走行する高速道路であり、そのため道路の形状も良く、

同じ交通量ならばルート A ほどの混雑費用の上昇を招かない。また、ルート C は都市

高速道路と並行して走る無料の一般道路であり、料金を払いたくない道路利用者は一

般道路を走行し、目的地の D 点まで走行することが可能である。ここでは道路利用者

の道路サービス利用に関する需要が価格（費用）に関して弾力的であると仮定する。

すなわち、道路利用者はこの 3 つのルートのどれかを選択することができると同時に、

トリップそのものをあきらめることも可能である。また、逆に道路利用に関する費用

が安ければ潜在的な道路利用者が顕在化することもある。つまり、転換交通だけでは

なく、発生交通も考慮に入れられる。 

そうした中で、道路利用者は時間費用（所要走行時間）と金銭費用（道路利用料金）

を合計した費用が最小になるルートを選択する。こうした道路利用者の行動の結果、

最終的には全てのルートにおける費用が等しくなり、そのように交通量は配分される。

これが Wardrop の原理（厳密にはその応用）である。 

 また、環境ロードプライシングは、当該道路における環境負荷を一定の水準以下に

抑えるということを目的として行われるので、一定の交通量以下に当該ルートの交通

量が抑制されるような料金水準を設定することが期待されることに留意したい。 

以上のような交通量均衡の理論を基礎として、都市高速道路の料金格差は社会的な

観点からどのようなものであるべきかについてモデルを構築し、定性的にその性質を

調べる。 

 3 つのルート A,B,C を利用する道路利用者数をそれぞれ cba NNN ,, とし、当該起終

点間の総利用者数を N とすると、 Cba NNNN ++= となる。また、道路利用者の道

路の利用に関する需要曲線を ( )ND とする。ここで ( )ND は見方を変えれば、各道路利

用者のトリップに対する限界評価を示している。ルート A とルート B における道路利

用者はそれぞれトリップの所要時間を時間価値で換算した時間費用と、高速道路利用

料金である金銭費用の合計を費用として認識する。そして、自己の効用の最大化のた

めには自己の道路利用の費用がその限界評価と等しくなくてはならない。したがって

以下の式が成立する。 

( ) ( ) a
aa fNtND +=                                               (2.17) 

( ) ( ) b
bb fNtND +=                                               (2.18) 
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 また、無料の一般道路であるルート C においては、道路利用者は時間費用のみを負

担すればよいから、次の式が成立する。 

( ) ( )cc NtND =                                                   (2.19) 

ここで ( )aa Nt , ( )bb Nt , ( )cc Nt はルート A,B,C において、車両 1 台が負担するそれぞ

れの時間費用である。時間費用は混雑によって増加するので、それぞれの時間費用は

そのルート上の利用者数の関数であり、 ( ) 0' ＞aa Nt , ( ) 0' ＞bb Nt , ( ) 0' ＞cc Nt であると

考えられる。また、
ba ff , はルート A、B におけるそれぞれの高速道路利用料金であ

る。現行の料金体系では通常、
ba ff = であるが、料金格差があるときは

ba ff ≠ と

なる。(2.17)式、(2.18)式、(2.19)式の左辺はいずれも ( )ND であるので、以下の式が

成立する。 

( ) ( ) ( )cc
b

bbaa NtfNtNt =+=                                     (2.20) 

これは各ルート間で利用者の費用が均等する点で交通量が配分されるという

Wardrop の原理を示している。つまり外性的に
ba ff , が与えられれば自動的に(2.20)

式を満たすように交通量 cba NNN ,, が決定され、それが均衡交通量である。 

 また、ルート A とルート B は都市高速道路ネットワークの一部を形成している。わ

が国の都市高速道路においては第 1 章で述べたように償還主義が料金決定の原則とな

っており、それは都市高速道路の利用料金によってその建設に関する諸費用を回収す

ることを目的としている。言い換えれば、これは都市高速道路ネットワーク内での内

部補助を意味しており、この両ルートも償還主義の立場から一定の料金収入をあげな

くてはならない、という要請を受けている。したがって、この両ルートによって回収

されなくてはならない利用料金の総額を R とすると、当該都市高速道路には次のよう

な関係が課されている。 

RfNfN b
b

a
a =+                                               (2.21) 

 いま、環境に関する規制がないとすると、資源配分上最も望ましいのは、道路利用

者の支払い意思の合計から、各ルートに要する時間費用の合計と、環境費用の合計を

差し引いた純便益を最大にすることである。したがって目的関数は以下となる。 

( ) ( ) ( ) ( ) kNkNkNNtNNtNNtNdnND cbacccbbbaaa

N

−−−−−−∫
0

       (2.22) 

ここで k は車両 1 台当りが発生させる環境費用である。(2.22)式からわかるように、

このモデルでは各ルートにおける環境費用は道路利用者数に関して線形の関係にある。

つまり、車両 1 台当りが発生させる環境汚染物質が全体としての環境費用を決定する。

先に述べたルート A、B、C における利用者行動の式において、簡単化のために ( )ND
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を消去しておくと、最適な料金の決定のためには次のような制約条件付き極値問題を

解けばよいことになる。 

( ) ( ) ( ) ( ) kNkNkNNtNNtNNtNdnND cbacccbbbaaa

N

−−−−−−∫
0

max  (2.23) 

..ts  ( ) ( ) ( )cc
b

bbaa NtfNtNt =+= , RfNfN b
b

a
a =+  

したがってラグランジュ関数は、 

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ] [ ]RfNfNfNtNtfNtNt

kNkNkNNtNNtNNtNdnNDL

b
b

a
a

b
bbccb

a
aacca

cbacccbbbaaa

N

−++−−+−−+

−−−−−−= ∫
µλλ

0 (2.24) 

となる。ここで µλλ ,, ba はそれぞれラグランジュの未定乗数である。一階の条件を用

いると次の式を求めることができる。 

( ) ( )bbbaaa
ca NtNNtNff '' −=−                  (2.25) 

この式を解釈していく。ルート A,ルート B での社会的総費用 STC は 

( ) kNNtNSTC aaaaa += , ( ) kNNtNSTC bbbbb +=                   (2.26) 

であるから、それぞれの社会的限界費用 SMC は以下となる。 

( ) ( ) kNtNNtSMC aaaaaa ++= ' , ( ) ( ) kNtNNtSMC bbbbbb ++= '        (2.27) 

また、それぞれの私的限界費用 PMC は、 

( )aaa NtPMC = , ( )bbb NtPMC =                                  (2.28) 

であるから、(2.25)式の右辺第 1 項と第 2 項はそれぞれルート A,B の外部費用（混雑

費用）であることがわかる。つまり、社会的余剰を最大化するような高速道路料金格

差は、それぞれのルートで発生する混雑による時間費用の格差に等しい、ということ

が(2.25)式の意味である。この(2.25)式と都市高速道路の料金収入制約を連立させて解

くと次式が得られる。 

( ) ( )[ ] R
NN

NtNNtN
NN

N
f

ba
bbbaaa

ba

ba

+
+−

+
=

1''                   (2.29) 

( ) ( )[ ] R
NN

NtNNtN
NN

N
f

ba
aaabbb

ba

ab

+
+−

+
=

1''                   (2.30) 

(2.29)式と(2.30)式の右辺第 2 項は当該都市高速道路における道路利用者 1 単位当りに

必要とされる料金収入額であり、いわば平均収入である。また右辺第 1 項のカッコの

中はそれぞれのルートにおける混雑の外部費用の差額分である。つまり、最適な料金

とは、混雑の外部費用の格差を他方の高速道路利用者数で加重したものに平均収入を

加えたものに等しい。もしルート A により多く混雑が発生しているならば、
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( ) ( )bbbaaa NtNNtN ''' ＞ が成り立つので、以下の関係が成り立つ。 

b

ba

a fR
NN

f ＞＞
+
1                                             (2.31) 

すなわち、両ルートの最適料金は道路利用者 1 単位当りの収入をはさんでその上下に

位置する。具体的にいえば、より混雑しており、その結果環境汚染もより大きく発生

している道路では、混雑が発生していないときに支払うべき料金よりも高めの料金が

設定され、より混雑が少なくその結果環境負担も少ないルートでは、混雑が発生して

いないときに支払うべき料金よりも低めの料金が設定される、ということである。 

 (2.29)式と(2.30)式の 2 式から得られる結論をまとめると以下となる。第一に、最適

な料金設定に関して無料の一般道路の利用者数は影響を与えないということ、第二に、

環境費用が線形の関数関係にある本モデルの場合、環境費用は最適な料金設定には直

接の影響を与えないということ、第三に、道路利用者のトリップに関する需要の価格

弾力性は最適な料金形成に影響を与えないということ、第四に、ルート A(B)の最適料

金の決定には自ルートではなく、他ルートであるルート(B)A によって加重された混雑

費用の格差が反映されるということ、である。 

 以上が定性的な最適料金格差に関する分析の結論である。実際にはデータの利用可

能性もあり、不確実性も伴うので正確な料金格差を設定することはなかなか難しい。 

 

2.3 考察 

 2.1、2.2 節で分析した理論はいずれも混雑の外部性と環境（排気ガス、騒音等）の

外部性の要素が組み込まれていた。この二つの要素を取り入れた料金理論が今後も示

されていき、そういった理論に基づいた最適料金が現実に適用されれば、混雑の緩和

と環境負荷の軽減が同時に達成されることになる。しかし、このようなロードプライ

シングによって、最適な混雑水準と最適な環境水準が同時に達成されるかといえば、

そうではないだろう。混雑の外部不経済を最適水準に内部化する交通量と、環境の外

部不経済を最適水準に内部化する交通量は一致しないと思われる。また、両者の外部

不経済を合計して全体としての最適水準を求めて内部化する交通量も個別に求めた最

適な交通量とは一致しないと思われる。両者の外部不経済を合計した、全体としての

最適水準を実現する料金を導くことができるという点は押さえる必要があるだろう。
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第 3 章 ラムゼイ理論に基づく最適道路料金 
 

 第 3 章では、社会的総余剰を最大にする料金設定ではなく、収支均衡制約下での料

金設定、すなわちラムゼイ価格について考える。日本の道路料金は第 1 章で述べた償

還主義に基づき、道路の建設費用・維持管理費用を回収するよう設定される。したが

って、一つの手段として道路料金にラムゼイ理論の適用をすることは意味があると思

われる。ラムゼイ理論の分析にあたって、まず 3.1 節では限界費用価格形成の問題点

について注目する。3.2 節ではその問題を回避するための価格設定であるラムゼイ価

格についての理論分析をする。3.3 節では山内 (1987) が行った高速道路のラムゼイ

料金の算出について考察する。 

 

3.1 ラムゼイ理論 

3.1.1 限界費用価格形成の問題点 

 交通市場（自動車、航空、鉄道市場）の運賃・料金設定は社会的総余剰を最大化す

るために、限界費用に等しくなることが望ましい。しかし、交通市場は 1.2 節で議論

した混雑の外部性など、市場の失敗が非常に起こりやすく、自由放任にしておくと、

価格と限界費用が一致しないことが多くなる。そこで、人為的に価格と限界費用が等

しくなるような価格設定を行う限界費用価格形成が交通市場において常に議論となる。

限界費用価格形成は経済理論の視点から、運賃・料金のあるべき姿を示すものである。

しかし、それを現実に当てはめる場合にはいくつかの問題点が指摘されている。 

①まず、限界費用価格形成により最適な資源配分が達成されるのは、他の部門におい

ても限界費用に等しい価格が実現している場合のみである。他のいずれかの部門で価

格が限界費用に等しくなければ、特定の産業において価格規制によって MCp = を実

現しても社会全体の資源配分効率が達成されるのは限らない。経済の他の分野で価格

が限界費用から乖離していれば、それを考慮した価格付けが必要である。 

②価格規制が必要とされるのは、多くの場合自然独占産業である。自然独占産業では、

平均費用が逓減しているケースが多い。初期投資が巨大であり、需要がある程度の水

準に達しないと採算がとれないため、一企業が供給することが困難な産業は費用逓減

産業であり、高速道路や空港、鉄道などの公共サービスが例として挙げられる。その

ようなケースの場合、限界費用は平均費用以下であるから、限界費用価格形成によっ

て必然的に欠損が生じることになる。 
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図 3-1：限界費用価格形成による欠損の発生 

 
出所：山内・竹内 (2002) 

図 3-1 において、限界費用価格形成は需要曲線と限界費用が交わる点( F )で決定さ

れるが（価格は
mcp ）、このときの平均費用は GO の大きさであり、単位当たり

EFGp mc = の赤字が生じる。生産量は mcq であるから、全体では四角形 mcGEFp の欠

損となる。この欠損を補助金によって賄おうとすれば、赤字を前提として企業運営が

なされるという意味で、企業の生産効率性のインセンティブが損なわれる可能性が大

きい。 

③前期②において、仮に企業の生産効率へのインセンティブが損なわれないとしても、

欠損のための補助金をどのように調達するかという問題が残る。所得税を増税してこ

れを埋めることも考えられるが、所得課税の変化は人々の労働と余暇との間の選好を

ゆがめることから、資源配分上中立ではありえない。 

④この問題と関連するが、限界費用価格形成は資源配分上の効率から導かれるもので

あり、所得配分の問題を考慮していない。この価格形成原理を採用することによって、

所得分配上の不公平が助長されるかもしれない。 

⑤短期と長期の問題がある。ミクロ経済学が教えるように、限界費用曲線には短期限

界費用曲線と長期限界費用曲線がある。短期限界費用曲線は現行の設備を所与として

いる限界費用曲線であるから、現行の設備を所与として運賃を考えるのならば、短期

限界費用に基づいて運賃が決定されるべきである。一方、長期限界費用曲線は固定費

用が可変費用化するほどの長期を考えているので、既存設備の変更まで考慮に入れた

最適な運賃のためには長期限界費用に基づいて運賃が決定されるべきである。もちろ

ん、両者は異なった費用曲線であるから、それに基づいて運賃も異なる水準となる。

また、現行の設備を所与とするべきかどうかについては先験的には決められない。 

F
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 以上の①から⑤までの問題点の中で、最大の問題点は、②の費用削減状態の企業に

この原則を適用すれば必然的に欠損が生じることである。このような問題点を回避す

るための一つの考え方は、企業の収支均衡を制約としたうえで、資源配分の効率を求

めることである。この場合の解は、理論上の資源配分の最適点から乖離する。したが

って資源配分の観点からはロスが生じる。しかし、それは企業の収支制約という一つ

の目的を達成するための一つのコストと理解される。つまり、収支均衡を達成するこ

とは、ある程度の犠牲を払っても必要なことという理解のもとに立っている。制約な

しに資源配分を最適化する解（限界費用価格形成）が「最善の解」 (First Best) とす

れば、制約付きの最適化は「次善の解」 (Second Best) あるいは「次善の価格決定」

と呼ばれるものである。 

 

3.1.2 ラムゼイ価格の導出 

 費用逓減下にある独占企業が収支制約を満たした上で、資源配分率の歪みを最も小

さくする「価格体系」は「ラムゼイ価格」として知られている。「ラムゼイ価格」は、

1927 年に F.ラムゼイが Economic Journal 誌に発表した論文にちなんだ呼び名である。

ラムゼイはもともと財政学者であり、この論文は、資源配分が最適な状態にある経済

において、一定額の税収を上げるために個別消費税（物品税）を課す場合、最も資源

配分の歪みが小さくなる税体系を求めるものである。 

 ラムゼイが最適物品税について得た結論を先に述べれば、次のようになる。いま、

社会全体で n 種類の財があるとして、それらが全て完全競争市場で取引されており、

その結果、価格は限界費用に等しくなっていたとする。この市場均衡のもとでの消費

量（＝供給量）を
f

iq で表し、物品税が課された後での消費量を
r
iq で表す。このとき、

ラムゼイは物品税が最適であるためには、 n 種類の財から任意の異なる 2 財を選んだ

場合、 

r
j

r
i

f
j

f
i

q
q

q
q

=  nji ....,2,1, =  ji ≠                                  (3.1) 

という関係が成立していなければならないことを示した。つまり、任意に選んだ 2 財

について、課税後の消費量の比率が課税前の最適な消費量の比率に等しくなくてはな

らない、そして、それがすべての財の組み合わせについて成り立つということを示し

た。道路交通を例にとって(3.1)式の具体的意味を考えると、課金前（あるいは課金比

率改定前）の普通車の交通量が 1,0000 台、大型車の交通量が 2,0000 台だとすると両

者の比率は 1:2 であるから、課金後（あるいは課金比率改定後）も 8,000 台と 16,000
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台というように、この比率が守られる税率が選択されねばならないのである。ここで、

普通車と大型車は料金に対する反応(需要の弾力性)が異なるであろうから、最適料金

の計算に当たっては需要側の要因が重要になるといえる。 

 (3.1)式がどのような意味をもつか考える。二つの交通市場 A と B があり、ある交

通企業はこの市場 A と市場 B の両方で交通サービスを提供しているものとする（例え

ば鉄道会社における旅客輸送の市場と貨物輸送の市場）。したがって、運賃について、

この交通企業の両市場からの収入の合計が両市場で提供する交通サービスの費用とち

ょうど等しくなるという制約のもとで、できるだけ社会的余剰を大きくするような運

賃が設定することが望ましい。図 3-2 の(a)において市場 A の状況が、(b)において市

場 B の状況が描かれている。縦軸は費用および運賃 p で、横軸はそれぞれ市場 A と B

の需要曲線とする。そして、 AMC 、 BMC をそれぞれ市場 A と B の限界費用曲線で一

定である（したがって、限界費用曲線は平均費用曲線と一致）とし、単純化のために

両者の限界費用を等しいとする。 

 

図 3-2：ラムゼイ価格の導出 

 

出所：竹内 (2008) 

 前述のラムゼイの最適課税の関係式から BBAA OHOIOHOI ：： = の比率を維持する

ように、点 AF と点 BF はそれぞれ AD 、 BD 上を連動することがわかる。つまり以下の

式が成り立つ。 

BBBBBBAAAAAA EGFGOHOIEGFGOHOI ：＝：＝：＝：  

このとき、収支は均衡しなくてはならないが、市場 A の AAA IVOJ と市場 B の

BBB IVOJ はそれぞれ限界費用曲線の下側の面積であり、この面積 AAA IVOJ ＋

BBB IVOJ は可変費用となっている。一方、収入の合計は BBBAAA IFOpIFOp + である。

AG

AF
Ap

AJ
AV

AE AMC

AD

AIO AH
q

BG

BF
Bp

BJ
BV

BMC

BD

BI BH
q



 22 

この収入の合計から可変費用相当分の BBBAAA IVOJIVOJ + を引いた部分 AAAA VFpJ

＋ BBBB VFpJ がちょうど固定費用に等しくなっていれば収支均衡となるから、そのよ

うにして点 AF 、 BF は決定される。そして、そのときの各市場のラムゼイ価格はそれ

ぞれ Ap 、 Bp である。 

 ラムゼイ価格が成立しているときは以下の関係式が成立している。 

ii

i

e
k

p
MCp

=
−

                                                   (3.2) 

ip は第 i 市場におけるラムゼイ価格、 MC は各市場における限界費用（すべての市場

で同一と仮定）、 ie は第 i 市場における需要の価格弾力性、そして k はラムゼイ指数で

ある。(3.2)式の左辺は価格が限界費用からどれだけ離れているか（乖離率）を示して

おり、図 3-1 の ( ) AAA JJp − あるいは ( ) BBB JJp − を示している。これが需要の価格

弾力性と反比例していることがラムゼイ価格の特徴である。ラムゼイ価格は限界費用

価格形成ほど社会的余剰を大きくすることはできないものの、企業が交通サービスの

供給を停止しない範囲内で最大の（次善の）余剰を実現できるという点で魅力的な価

格形成の方法であるといえる。 

 ただし、理論と現実の乖離がある点には注意したい。ラムゼイ価格の関係式は簡潔

であるが、こうした簡潔な関係式を導出できたのは、例えば需要の交差価格弾力性が

ゼロであると仮定したことなどによる。しかし、現実の世界を考えると、需要の交差

価格弾力性をゼロにしてしまうことには無理があるであろう。実際にはさらに複雑な

計算による価格形成が必要となる。 

 

3.2 ラムゼイ価格と最適車間料金比率 

 道路は普通車や中型車、大型車などさまざまな車種が利用するが、償還制によって

必要な収入が計算できれば、次にこの収入を得るために、異なった車種の間にどのよ

うな料金を設定するという問題が生じる。日本道路公団の料金区分では、現在車種は

軽自動車等、普通車、中型車、大型車、特大車の 5 つであり、車種間料金比率は、0.8：

1：1.06：1.55：2.75 となっている。しかし、車種間比率がどのように決定されるか

は、それほど明確ではない。 

車種間比率は車種別の費用、各車種が高速道路を走行する場合に専有する面積、あ

るいは一定の基準に基づいて計算される走行便益の大きさ等によって決定されている。

決定要因として最も重要なのは車種別の費用であろう。道路は用地の上に土台を築き

その上に舗装をしてできあがる。道路を破壊する力は車軸の重さの 4 乗に比例すると
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されており、必要な舗装の厚さはその上を走る車両の重さによって決定される。つま

り、大型車が多いほど費用は大きくなり、逆に、特大車が存在しなければその分舗装

を薄くすることができるから、費用を削減できる。アメリカでも日本でも、各車種に

どれだけの費用を課すかの計算が進んでおり、その割合は現行の車種間比率よりも大

型車の比率が高くなる。 

 経済学的な観点から、料金区分には限界費用価格形成の適用が考えられる。しかし、

3.1 節で述べたように、固定費用が存在し費用逓減状態にある場合には、限界費用に

等しい料金では総費用を賄うことができない。そこで、収支均衡のもとで資源配分を

最適化する料金体系、すなわちラムゼイ価格を適用することが考えられる。 

 平成元年度の料金改定以前は、高速道路料金は普通車、大型車、特大車の 3 区分で

あり、その料金比率は 1：1.5：2.75 であった。山内 (1987) はこれらの料金比率をラ

ムゼイ・ルールに基づいて変更する場合の最適な料金比率を計算した。方法としては

東名高速道路の需要関数、限界費用のデータを用い、需要の価格弾力性を需要関数か

ら求めることで計算を行った。本論文では結果のみ記載したい。以下の表が計測結果

である。 

表 3-1：東名高速道路の弾力性を使ったラムゼイ価格の計算結果 

 

出所：山内 (2002)  

計測結果では、弾力性に大きな開きがないため、限界費用からの乖離率には大きな

差が出ず、料率が回避可能費用（交通量を 1 単位削減したときに避けることのできる

費用）の水準に依存する度合いが大きい。 

 償還制のもと、ある一定の収入を得るという前提で考えると、金額の比率が重要で

ある。表 3-1 より、ラムゼイ価格の場合、車種間比率は 1：2.62：3.47 となり、現行
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料金体系から普通車料金は約 19%程度の引き下げ、大型車・特大車の料金は引き上げ

になる。特に、大型車の負担を重くすることが提案されるが、表の結果は、この主張

を理論的に裏付けるものである。 

 平成元年の普通車、大型車、特大車の料金比率は 1：1.5：2.75 であるのに対し、現

在では 1：1.55：2.75 と現実には料金比率はほとんど変化していない。ラムゼイ理論

から得られた最適車種間料金比率 1：2.62：3.47 は、算出の基となった需要関数のデ

ータが古いとはいえ、平成 22 年現在の需要関数がそのデータから大きく変動してい

ることは考えにくく、現実の比率とはかなり異なる結果となっている点からも参考に

なるのではないか。 
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第 4 章 コードンプライシングとその効果 

 

 この章ではコードンプライシングに焦点を当てる。コードンプライシングとは、第

1 章でも述べた通り、課金される地域との境界線（コードン・ライン）をまたぐとき

に料金が課される制度のことをいい、次善の道路料金制度である。文・奥嶋 (2004) は

大阪都市圏における最適なコードン料金を求めた。第 4 章ではこの実証を分析したい。 

 

4.1 モデル 

4.1.1 社会的に最適な料金設定 

 都市空間は I 個の離散的なゾーンに区分されているものと仮定する。都市内の道路

ネットワークはノード（交差点その他道路網表現上の結節点）とそれらを結ぶリンク

（道路）から構成されており、ゾーン間の交通はネットワークに沿って流れる。ネッ

トワークには L 本のリンクがあり、リンク a を流れる交通量を ax と表す。交通需要は

弾力的であり、ゾーン r から s への総交通量を rsQ とすると逆需要関数は ( )rsrs QD 1−
と与

えられる。ゾーン rs間には複数の経路が存在し、交通費用は経路上の走行時間費用と

道路料金の和に等しいと仮定する。すなわち、 
j

rs
j

rs
j

rs tc τα +=                                                  (4.1) 

ここで、
j

rst と
j

rsτ はそれぞれ rs間の j 番目の経路を選んだ場合の所要時間と道路料金、

そしてα は時間価値である。上式の右辺第 1 項は走行時間費用、第 2 項は道路料金で

あるが、いずれも選んだ経路（どのリンクを使っていくか）によって異なる。
j

rst は経

路上の各リンクの通過所要時間の和であるが、各リンクの通過所要時間はそのリンク

を通る交通量の増加関数 ( )aa xt であると仮定する（以下これをリンク走行時間関数と

呼ぶ）。したがって以下の式が成り立つ。 

( )∑
∈

=
j

rsRa
aa

j
ars

j
rs xtt δ                                               (4.2) 

∑
∈

=
j

rsRa
a

j
ars

j
rs τδτ                                                  (4.3) 

∑∑∑=
r s j

j
rs

j
arsa qx δ                                             (4.4) 

 ここで
j

rsq は O-D（Origin-Destination）ペア rs間の j 番目経路の交通量、
j

arsδ はリ

ンク a が O-D ペア rs間の j 番目経路上にある場合 1、それ以外は 0 の値をとる変数で

ある。また aτ はリンク a に関する通行料金である。
j

rsR は rs間の j 番目経路上にある
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リンクの集合である。 

  また、各個人は道路を利用することによる私的便益（支払い意思額）が交通費用

を上回る限り、道路を利用するが、均衡においては次の関係が成り立つように rs間の

総 O-D 交通量 rsQ が決まる。すなわち、 

( ) *1
rsrsrs CQD =−                                                    (4.5) 

  一方、社会的に効率的な道路利用は、次に示すような社会的余剰最大化問題を解く

ことによって求められる。 

( )( ) ( )∑∑∑∫ −−

a
aaa

r s

Q

rs
q

xxtdzzDrs

j
rs

α
τ

0

1max                              (4.6) 

..ts  ,0≥j
rsq  ∑

∈

=
Arsj

j
rsrs qQ  

 最適化の１階の条件と(4.5)式を対応させると各リンクにおける料金が以下のよう

に設定されるとき、(4.6)で示した最適条件が実現することが分かる。 

( ) aaaa xxt 'ατ =                                                    (4.7) 

社会的に効率的な道路利用を達成するためには、ネットワークのすべてのリンクに

おいて、混雑の外部費用に等しい料金を課す必要がある。このような料金を実行する

ことは困難なので、実際には一部のリンクのみ料金を徴収するシステムを採用せざる

をえない。 

 

4.1.2 次善の料金政策 

 道路管理者は、料金徴収に伴う技術的、社会的制約のもとで、社会的余剰を最大化

するよう、料金水準を定めるものとする。ここで考える次善の料金体系とは、ネット

ワークの一部のリンクでのみ料金が徴収可能であるという状況のもとで、それらのリ

ンクにおける料金水準を最適に設定することである。料金が徴収されるリンクの集合

は与えられるものとする。以上の定義に従うと、次善の料金体系は形式的には次の問

題を解くことにより求められる。 

( )( ) ( )( ) ( )∑∑∑∫
∈

− −
Aa

aaa
r s

Q

rs xxtdzzDrs ττα
τ

τ 0

1max                         (4.8) 

..ts   ,0≥aτ  for  Ha∈                                       (4.9) 

               ,0=aτ   for  Ha∉                                      (4.10) 

 ここで、 ( )Lττττ ,,, 21 ⋅⋅⋅= であり、 H は課金するリンクの集合（ただし AH ⊂ ）で

ある。 H に含まれるリンク以外では(4.10)のような制約が課せられているので、上の
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問題の解はシステム最適よりも劣る次善の解となるのである。もし AH = であれば上

の問題の解はシステム最適と一致する。今回の研究では代替的な次善料金方式として、

単一コードンプライシング、多重コードンプライシング、そして高速道路におけるゾ

ーン料金制を取り上げる。 

 単一のコードンプライシングでは、都市の中心部を取り囲むコードンを横切るすべ

てのリンクが課金されるリンク集合 H の要素となり、それらのリンクではすべて同額

Cτ の料金が課される。したがって(4.9)は次のように書き換えられる。 

..ts  ,C
a ττ =  for  Ha∈                                      (4.11) 

 多重コードンプライシングでは、M 本のコードンラインが設定され、都市の中心部

に近いものから 1,2,・・・, M のように番号がつけられているものとする。課金され

るリンクの集合 H は、M 個の部分集合 mh , Mm ⋅⋅⋅= 2,1 に分けられ、それぞれは m 番

目のコードンラインを横切るリンクの集合に対応する。そして mh に含まれるすべての

リンクでは同額の料金
Cmτ が適用される。したがって(4.9)は次のように書き換えられ

る。 

 ..ts  ,Cm
a ττ =  for  ,mha∈   Hhm

M

m
=

=1
                         (4.12) 

 

4.2 実証分析における設定と評価方法 

4.2.1 実証分析における設定 

 この研究では大阪市内の旧 27 区とその周辺の市町村を集約した 9 個のゾーンの合

計 36 ゾーンを対象とする。道路ネットワークは阪神高速道路と一般道路を合わせて、

241 ノード・630 リンクから成る。図 4-1 には後の分析で取り上げられるコードンの

位置を太線で示している。 
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図 4-1：コードン区分－大阪市－ 

 

出所：文・奥嶋 (2004) より作成 

 

 各リンクの走行時間関数を次のように特定化する。 

( )




















+=

β

ν
a

a
aaa W

x
txt 10                                          (4.13) 

 ここで
0
at は自由走行状態でリンク a を通過するのに要する時間、 aW はリンク a の交

通容量である。ここでは土木学会の交通需要予測小委員会が標準的な値として提案し

ている、 48.0=ν 、 82.2=β を用いることとする。 

 需要関数は次のように特定化する。 

( ) ( )rs
s

srrsrs CnndCD ・・・・ γθ −= exp                                (4.14) 

ここで rn , sn は、それぞれ発ゾーン r および着ゾーン s における昼間人口である。

d , γ , sθ はパラメータである。逆需要関数は次式のようになる。 

( ) 







−=−

s
sr

rs
rsrs nnd

Q
QD θγ ・・

log11                                    (4.15) 

 また、時間費用と金銭的費用の和である交通費用のデータは以下のように作成した。 
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( ){ }∑
∈

+=
*

~~
rsAa

aaars xtC τα                                           (4.16) 

ax~ 、 aτ~ は現状におけるリンク交通量の観測値と現行の道路料金（阪神高速道路）、
*
rsA

は現状のリンク交通量と料金のもとで rs間の（時間単位の）交通費用が最小となる経

路に含まれるリンクの集合である。なお時間価値α は阪神高速道路公団節約時間便益

計算等を参考に 60 円/分・台と仮定する。 

 需要関数のパラメータ推定結果は次のとおりである。 

000024.0=d  (15.0503) 

6055.0=sθ     (10.2505)            5430.02 =R  

00074.0−=γ  (-24.8606) 

※カッコ内の数値は t 値を示している。 

 

4.2.2 無料金均衡と社会的最適 

 大阪都市圏における昼間人口とネットワークの条件、そして上のように求めたパラ

メータをモデルに与えて、無料金均衡（どのリンクにおいても料金が徴収されない場

合の均衡）と社会的最適（各リンクにおいて混雑外部効果に等しい料金を徴収する場

合の均衡）について計算した結果が以下である。 

 

表 4-1：無料金均衡と社会的最適に関する計算結果 

 
出所：文・奥嶋 (2004)  

 表 4-1 を見るとシステム最適においては消費者余剰は無料金時に比べて減少する。

しかしその減少分を上回る料金収入を上げることができるため、社会的余剰は増加す

る。このことは第 1 章で示した混雑料金の理論と合致する。 

   

 次善の料金政策の効果を評価する際には、次のように定義される指標、「相対的改善」
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を用いることにする。 

相対的改善＝ *0

***

SSSS
SSSS

−
−                                          (4.17) 

 ここで
*SS , 0SS , **SS はそれぞれ、無料金、社会的最適、次善の料金のもとでの社会

的余剰である。分子は次善の料金による厚生改善、分母はシステム最適により達成さ

れる厚生改善を表しているので、この指標は最大限可能な厚生改善に対する次善料金

の達成度を表しており、1 に近いほど次善料金がより有効であることを意味する。 

表 4-1 には現行の料金（700 円の均一料金）に対する計算結果も示している。現行

の料金のもとでは、無料金に比べて社会的余剰の値が 2 億 6700 万円だけ大きい。上

の定義により相対的改善を計算すると、社会的最適の 44%に達する。現行の均一料金

が混雑緩和に果たす役割は小さくないといえる。 

 

4.3 実証結果 

図 4-1 に示すように、内側から都心部コードン、都心周辺部コードン、大阪市全域

コードンという 3 通りのコードンを設定したが、まずはこれらのうち 1 つのみで料金

が徴収されるという、単一コードン料金制について検討する。前節の問題(4.8),(4.10), 

(4.11)のように社会的余剰を最大化するよう、それぞれの単一コードンにおいて徴収

する料金額を求める。実際の適用を考慮すると、料金額を厳密に 1 円単位で求めるこ

とは現実的ではないので、100 円単位で料金額を変化させて利用者均衡を計算し、そ

れらのうち社会的余剰の最大となる料金額を求めることとした。大阪市全域コードン

の場合、料金額と社会的余剰の関係は表 4-2 のようになり、次善最適な料金は 700 円

である。 

都心コードン、都心周辺部コードン料金制を実施した場合も同様にして最適な料金

を求めた。それらの結果も表 4-2 にまとめられている。都心コードンで料金を徴収す

る場合の最適料金は 300 円、都心周辺部の場合は 500 円である。社会的余剰は大阪市

全域を囲むコードンの場合が最大であり、相対的改善は 65.58%である。 
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表 4-2：3 通りの単一コードンに関する結果の概要 

 

出所：文・奥嶋 (2004)  

次に多重コードンの場合について検討する。上記の 3 通りのコードンで料金を徴収

する場合の料金の最適な組合せを求める。それぞれのコードンにおいて 0～2000 円の

間で料金水準を 100 円単位で動かすと、組合せの数は 8000203 = 通りである。総当た

りで計算を実行し、それを社会的余剰の高いものから順位付けし、上位の組合せに関

する結果を表 4-3 にまとめている。 

 

表 4-3：3 重コードンのもとで上位の料金案に関する結果 

 
出所：文・奥嶋 (2004)  

表 4-3 によると、上位の組合せ間で便益の差は小さく、料金についてもかなり似通

っている。最も内側の都心部コードンで 100～200 円、都心周辺コードンで 100～200

円、そして大阪市全域コードンで 500～600 円となっている。大阪市外から都心部に

入るため 3 つのコードンを通過すると、合計で 900～1000 円の料金を支払わねばなら

ない。表 4-3 の最下段に示した、相対的改善の値を見ると、システム最適に対して 77%
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の厚生改善効果が達成できる。 

ここまでの分析で得られた単一コードンプライシング、多重コードンプライシング

に基づく料金案は、いずれも高速道路であろうが一般道路であろうが、都市の中心部

に流入するすべての車両が課金の対象であった。文・奥嶋 (2004) は高速道路のみで

料金を徴収する場合の料金案も算出している。 

まず、現行のシステムと同じ高速道路の均一料金制のもとで社会的総余剰を最大化

する料金水準を求める。表 4-4 の第 2 列に示すように、最適な料金水準は 900 円であ

った。現行の料金（700 円）より過小であることが分かる。 

次に、先に示した 3 通りのコードンラインを用い、ゾーン料金制による料金水準を

求める。ゾーン料金制はコードンラインを料金ゾーン境界とし、内側と外側で異なっ

た料金を徴収する制度である。 

まず、3 通りのコードンラインのうち、1 つを料金ゾーン境界とする 2 ゾーンシス

テムについて検討する。ここでは、都心部コードンを境界にするケースをゾーンシス

テム A、都心周辺コードンを境界にするケースをゾーンシステム B、大阪市全域コー

ドンを境界とする場合をゾーンシステム C と呼ぶ。表 4-4 に示すように、ゾーンシス

テム C が最も効果的であり、相対的改善の水準は 53.8%に達する。 

 

表 4-4：高速道路における混雑料金Ⅰ －均一料金と 2 ゾーンシステム－ 

 

出所：文・奥嶋 (2004)  

 次に 3 本のコードンラインを料金ゾーンの境界とする 4 ゾーンシステムについて検

討する。1 位から 4 位までの料金案に関する結果を表 4-5 に示した。表 4-5 を見ると、

都心やその周辺のゾーンにおける料金は低く、外縁部に行くほど高くなることが分か
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る。各ゾーンの料金の合計は 1000～1100 円となっている。また、料金案 1 位の相対

的改善の値は 61.65%であり、2 ゾーンシステムの最良案に対する 53.8%に比べると効

果が大きく、消費者余剰の減少も 2 ゾーンシステムの最良案より小さく抑えられてい

ること分かる。 

 

表 4-5：高速道路における混雑料金Ⅱ －4 ゾーンシステム－ 

 

出所：文・奥嶋 (2004)  

 2 ゾーンシステムと 4 ゾーンシステムの比較は、より詳細な料金システムを設計す

れば、利用者の損失を抑えながらより大きな混雑緩和効果を達成する可能性があるこ

とを示唆している。 



 34 

第 5 章 東京都 23 区における最適な混雑料金の推定 
 

東京において、道路混雑の慢性化が叫ばれて久しい。特に 23 区には政治・経済機

能が集中しており、道路混雑の解消は機能の効率化にもつながるものとなる。しかし、

今までに効果をあげるような施策が実施されていないのが現状である。原因としては

道路供給側の限界、そして実証分析の困難さが挙げられる。道路供給に関しては、現

状のインフラ整備はすでに飽和状態であり、これ以上の整備は現実的に不可能である

といわれている。そこで近年では TDM と呼ばれる需要側からの道路混雑解消に対す

る理論的なアプローチが盛んになってきている。しかし、実証という点ではデータの

不足といった分析の困難性から、その成果をあまりあげることができていないのが現

状である。そこで、井上・志田・鈴木・山浦 (2005) は TDM の中でもロードプライ

シングに着目し、混雑が激しい東京都 23 区におけるピーク時の混雑料金の算定を行

った。 

第 1 節ではまず、道路混雑の現状について、交通量についての回帰分析を交えなが

ら独自に分析する。そして第 2 節において井上・志田・鈴木・山浦 (2005) による混

雑料金の導出についての実証研究を分析していく。この研究では林山・坂下 (1993) の

モデルを基に実証が行われている。第 3 節では、その先行研究に基づき、交通量等の

データを新しいものに置き換え、最適混雑料金を導出する。 

 

5.1 道路混雑の現状 

5.1.1 交通量の推移 

 まず全国の道路混雑の現状を図を基に検証していく。図 5-1 は高速道路における 12

時間平均交通量である。昭和 40 年から昭和 46 年にかけて交通量は増加し、そこから

昭和 58 年にかけて減少、平成 9 年にかけて増加し、現在にかけては減少している。

高速道路の交通量からは混雑の悪化は推測できない。現実には経済成長に伴うモータ

リゼーションにより、交通需要は高まってきているが、それに応じて道路網の整備も

進んでいるため、図 5-1 からは読み取れないと思われる。 
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図 5-1：12 時間平均交通量（高速道路） 
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出所：国土交通省道路局・道路交通センサスより作成 

 

続いて、一般国道における 12 時間平均交通量の推移を分析する。 

 

図 5-2：12 時間平均交通量（一般国道） 
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              出所：国土交通省道路局・道路交通センサスより作成 

 

一般国道においては昭和 33 年以降、交通量はほぼ右肩上がりであり、道路混雑が

悪化していることが推測される。結果として、道路種別に交通量の推移を分析すると、
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一般国道において混雑悪化が推測されることが分かった。 

道路混雑によってもたらされる経済的損失も、国土交通省の試算では大きな額にの

ぼっており、非常に深刻な問題と化してきている。1km 当たり渋滞損失額は全国で年

間約 6200 万円にのぼる。渋滞損失額は以下の手順で求められる。 

① 各道路区間において、昼間 12 時間（混雑時間帯）における旅行時間と渋滞がない

場合の旅行時間の差を求める。 

② 損失時間に交通量を掛けて損失台時を求める。 

③ 1 台当たり時間価値（事業評価に用いる車種別時間価値を設定）を掛ける。 

表 5-1 の都道府県別渋滞損失額順位表を見ると、1 位の東京都は約 4 億 3500 万、2

位の大阪府は約 3 億 3800 万、3 位の神奈川県は約 2 億 3700 万となっており、混雑は

大都市に集中し、特に東京都の道路混雑は深刻であると言える。 

 

表 5-1：1km あたり渋滞損失額都道府県順位表（上位 10 位都道府県） 

 

出所：国土交通省道路局・道路交通センサスより作成 

 

5.1.2 交通量に影響を与える要因 

 5.1.1 では、道路混雑の現状を交通量から分析した。日本において、道路料金は基本

的には償還主義に基づき決定される。しかし、道路料金の決定において当該道路の交

通量のデータも一つの決定要因となるだろう。表 1-2 を見ても分かるように、首都高

速道路の料金は交通量の多い昼の時間帯は他の時間帯より相対的に高く設定されてい
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る。これは交通量の多い時間帯における渋滞の発生を防ぐために料金を高くし、交通

量の抑制を図るという意味合いがあると考えられる。5.1.2 では道路料金制度を議論す

る上で重要な指標であるといえる交通量に注目し、その変動要因を分析した。 

 分析方法としては重回帰分析を用いた。モデル式は以下とした。 

ttttt GDPCGPQ εδγβα ++++=  

・ tQ は t 年における全国の高速道路・一般国道における 12 時間平均交通量を表す。

国土交通省・道路局、道路交通センサスからデータを入手した。 

・ tP は t 年における日本の総人口である。政府統計の総合窓口 e-stat よりデータを入

手した。 

・ tG は t 年における東京都区部のガソリン小売価格（銘柄符号：7301）の年間平均値

である。統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所よりデータを入手した。 

・ tC は t 年における全国の軽自動車を含む自動車保有台数である。財団法人・自動車

検査登録情報協会よりデータを入手した。 

・ tGDP は t 年における日本の実質国内総所得である。内閣府・国民経済計算よりデー 

 タを入手した。 

 サンプル数は 16 である。交通量については高速道路の年間交通量など、別のデー

タを用いることも考えたが、サンプル数がさらに少なくなってしまうため 12 時間平

均交通量を用いた。 

 被説明変数である 12 時間平均交通量と他の説明変数には線形の関係があると想定

している。また、交通量と総人口・自動車保有台数・実質国内総生産との間には正の

相関があり、ガソリン価格との間には負の相関があると想定した。 

 推定結果は以下となった。 

 

ttttt GDPCGPQ 00243.01021.284482.8156592.08.13294 5 −×+−+−= −  

       (-5.81)***  (6.21)***   (-3.16)***    (1.62)        (-2.08)* 

補正 995179.02 =R  

カッコ内は t 値、***は 0.1％有意、*は 5%有意であることを示す。 

 

 サンプル数は少ないが、決定係数がほぼ 1 であり、回帰式は変数の関係を十分に説

明しているといえる。 t 値を見ると、人口、ガソリン価格の変動は交通量に強い影響

を与えており、自動車保有台数の変動はほとんど影響を与えていないことが分かる。

後者については予想と異なる結果となった。正負の相関については予想した通りとな
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った。また、 t 値から GDPの変動はある程度、交通量に影響を与えることが示された

が、予想していた正の相関ではなかった。 

 結論として重回帰分析から、交通量は主に人口とガソリン価格の影響を受けること

が示された。ガソリン価格については暫定税率の問題が話題になっている。今後、道

路混雑の軽減という観点からも、この問題が解決されることが望ましいのではないか。 

 

5.2 先行研究の分析 

混雑料金は社会的限界費用と私的限界費用の差であるため、両費用のモデルを立て、

算定を行っていく。算定する上では交通密度を算出することが求められる。林山・坂

下 (1993) は以下の恒等式から交通密度を求めている。 

SDF ・=                                                       (5.1) 

F は交通流量（台／h）、 Dは交通密度（台／km）、 S は走行速度（km／h）である。

また、走行時間T は、走行速度 S の逆数であり、交通密度 D の関数としている。D は、

平成 11 年度全国道路交通情勢調査の混雑時交通量（台/h）を混雑時平均速度（km/h）

のデータで割った値である。 

自動車 1 台あたりが負担する機会費用を含めた全費用 C は走行時間T と等しいと考

える。また、T を交通密度 D （台/km）の関数とし、一定の割合で増加するのではな

く、指数関数の形で表わされ、逓増的に増加すると仮定する。すなわち平均費用関数

（私的費用関数）は以下の式で表わされる。 

( )DaTC βexp⋅==  0＞a , 0＞β                                   (5.2) 

(5.2)式を ae =α
とすると、以下の式に変形できる。 

DC βα +=ln                                                    (5.3) 

(5.3)式を最小二乗法により求めると推定結果は以下のようになる。 

DC ⋅+−= 0028.0478.3ln  

   (-63.811) ***(9.588)***    補正
2R =0.429083 

カッコ内は t 値、***は 0.1%有意であることを示す。 

( )DC 0028.0exp03086.0 ⋅=⇔                                     (5.4) 

データについては国土交通省の平成 11 年度全国道路交通情勢調査（交通センサス）

の東京都特別区・一般国道のものを使用している。なぜ一般国道のデータで算出した

課金額を東京 23 区全域における課金額として採用するのかといえば、5.1 節で分析し

たように一般国道は交通が集中していて混雑が特にひどく、一般国道のデータを用い

ることで、自動車利用者の支払意思額に近づけると考えているためである。ここで
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(5.3)式の左辺は正確には Tln ,すなわち hour/km 表示であるから、円/km 表示に直す。

それには(5.3)式を minute/表示に直して、さらに機会費用（国民所得×総就業時間÷

平均乗車人員）を乗じる必要がある。 

これにより平均費用関数（私的費用関数）は以下となる。 

( )DC 0028.0exp082.123 ⋅=                                         (5.5) 

次に、価格需要関数（社会的便益関数）は指数関数の形で以下のように表わされる。 

( )DbP ⋅−⋅= γexp                                                (5.6) 

b は交通密度 Dを 0 にしてしまう禁止的価格水準である。交通密度を 0 にしてしま

うような実例はないが、ここでは交通量が計画より少なくて問題になった東京湾アク

アラインの川崎浮島・木更津金田ルートの 1km あたり 199 円（≒200 円）を用いる。

また PC = で均衡交通密度が得られるとすれば、Dに東京都特別区一般国道における

交通密度の平均値(=141.99)を代入し、(5.5)式と(5.6)式を連立することで 00058.0=γ

が得られる。 

社会的限界費用 MSC は平均費用 C に交通密度 D を掛けたものを交通密度で微分す

ることで得られる。 

( ) ( ) ( )DDadDCDdMSC ββ exp1 ⋅+==                             (5.7) 

最適交通密度
*D は社会的便益 P ＝社会的限界費用 MSC となる値であるため、 

 

4.80* ≒D⇔ （台/km） 

これにより社会的限界費用と私的限界費用の値が確定し、混雑料金が求まる。

(5.6),(5.7)式から最適な混雑料金は以下となる。 

( ) ( ) ( )4.800028.0exp082.1234.8000058.0exp200 ×⋅−×⋅=−= CMSCP  

 2.36≒ （円/km） 

以上から 1km あたり 36.2 円を課金して、1km あたり平均して 61.5 台 /km（＝

141.9-80.4）の交通密度を減らすことで最適な交通を実現することができる。 

なおこの実証研究は大久保・小原・酒井・先間・佐野・放生・宮原 (2006) も行っ

ている。対象とする地域は大阪市である。大阪府における渋滞損失時間は東京に次い

で全国第二位であり、主要渋滞ポイントは大阪市に集中している。分析においては平

成 17 年度全国交通情勢調査（交通センサス）が作成したデータを用いている。結果

としては 1km あたりの最適課金額は 28.00653（円/km）となっている。また、混雑

料金導入前の大阪市における交通密度は 114.2107（台/km）であるのに対し、導入後

の交通密度は 72.26875（台/km）となり、混雑料金導入によって混雑が解消されるこ

( ) ( ) ( ){ }*1* exp1 DbaD γββ +⋅=+
−
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とが分かった。 

 

5.3 推定方法と結果 

 井上・志田・鈴木・山浦 (2005) の先行実証研究を基にデータを最新である平成 17

年度全国交通情勢調査から入手し、最適道路料金を算出した。先行研究と同じく、東

京都特別区、一般道路の混雑時平均速度・平日ピーク時間交通量のデータを使用して

いる。私的限界費用関数を最小 2 乗法を用いて推定した際の推定結果は以下となった。 

DC ⋅+−= 0028.045848.3ln  

   (-63.811)*** (9.588)***         補正 436491.02 =R  

    カッコ内は t 値、***は 0.1%有意であることを示す。 

    ( )DC 0028.0exp03148.0 ⋅=⇔                                      (5.8) 

この式の右辺に先行研究のモデルと同様に機会費用（平成 17 年国民所得÷平成 17

年度総就労時間×平均乗車人員）をかけ、単位を hour/km から円/km に直すと以下の

式に直せる。 

( )0028.0exp713.124 ⋅=C                                          (5.9) 

 価格費用関数についても(5.6)式のモデルを用い、 b については東京湾アクアライン

の川崎浮島・木更津金田ルートの 1km あたり 200 円を使用し、γ は均衡交通密度（デ

ータから得られた交通密度の平均値：160.48）を CP = に代入することで 0.00014 と

いう値が求められる。したがって価格需要関数は以下の式で表わされる。 

( )DP ⋅−⋅= 00014.0exp200                                       (5.10) 

  社会的限界費用関数については(5.7)式に得られた数値を代入して以下と表わされ

る。 

( ) ( )DDMSC 0028.0exp0028.01713.124 ⋅+=                         (5.11) 

最適交通密度を MSCP = から求める。(5.10)式と(5.11)式を用いて求めると以下と

なる。 

 ( ) ( ){ }*1* exp1 D
b
aD γββ +⋅=+

−
 

( ) ( ){ }*1* 00014.00028.0exp
200

713.1240028.01 DD +=+
−

 

7.86* ≒D⇔  
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 よって、最適な課金額は以下となる。 

( ) ( ) ( )
( )km

CMSCP
/6.38

7.860028.0exp082.1237.8600058.0exp200
円≒

×⋅−×⋅=−
 

 先行研究の平成 11 年度データにおける最適課金額は 36.2 円であり、2.4 円の上昇

となった。これは平成 11 年度以降の道路混雑の悪化を示しているといえる。平成 11

年度の平均交通密度は 141.99 台/km であるのに対し、平成 17 年度の平均交通密度は

160.48 台/km と増加している。また、現在の高速道路の 1km あたりの課金額は 24.6

円となっており、その値よりも高い金額を課すことが望ましいことが分かった。デー

タが東京都特別区一般国道であり、混雑が他の地域と比べ激しい道路を対象にしてい

ることから高い課金額になったのだと考える。 
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第 6 章  結論 
 

 第 1 章では主に現在の道路料金制度の現状を分析した。日本の現在の有料道路の料

金制度は償還主義に基づき、道路の建設費用を賄う目的で設定されている。一方で、

欧米等においては混雑の外部費用を賄う形での料金制度（ロードプライシング）が議

論されている。シンガポールを始め、経済理論に基づく最適な料金ではないが次善の

混雑料金制度を導入し、成果を上げている国も出てきている。日本での導入例はまだ

ほとんどないが、今後、ロードプライシングの議論が進んでいくべきといえる。 

 第 2 章では混雑の外部性だけでなく排気ガス等の環境の外部性も考慮した道路料金

理論を分析した。Stenman (2005) の理論では得られた最適料金に環境の外部性の要

素が含まれたのに対し、竹内 (2001) では環境費用が最適料金には影響を与えないと

いう結論が出た。環境の外部性を考慮した最適料金については、今後、議論を深めて

いけるといえる。また、竹内 (2001) が最適料金の導出において、単一ルートのみに

焦点を当てるのではなく複数のルートに焦点を当てたように、道路料金についてのモ

デルは多様に設定でき、多様な面から議論されるべきであろう。 

 第 3 章では、社会的総余剰を最大にする料金設定ではなく、次善の料金設定として、

ラムゼイ価格についての分析を行った。山内 (1987) では大型車の課金比率を普通車

などと比べて現状より高くすべきという結論が示された。 

第 4 章では、大阪における次善の料金制度（コードンプライシング）の効果を分析

した。都心部、都心周辺部、大阪市全域を囲む 3 通りのコードンラインを設定した上

で、3 コードンのうち 1 つのコードンで料金を徴収する場合は、大阪市全域コードン

において 700 円を徴収することが最も高い厚生改善効果をもたらすことが示された。

また 3 コードンで同時に料金を徴収する場合の最適な料金の組合せは都心部コードン、

都心周辺部コードンでは 200 円、大阪市全域コードンでは 600 円となった。多重コー

ドンプライシングの方が厚生改善も高くなった。一方、高速道路におけるゾーン料金

制のもとでは、3 コードンのうち 1 つを境界にし、それぞれのゾーンで異なる料金を

徴収する 2 ゾーンシステムよりも、3 コードンを境界にする 4 ゾーンシステムの方が

厚生改善が大きく、消費者余剰の減少も少なくなった。より細分化された料金システ

ムを構築することにより、利用者の損失を抑えつつ、より大きな厚生改善を達成する

可能性が示された。 

 第 5 章では、東京都 23 区における最適な混雑料金を算出した。まず、道路混雑の

現状分析から、道路種別では一般国道の交通量が増加しており、道路の混雑が推測さ
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れることと、東京都の道路混雑は道府県と比較して深刻であることが分かった。実証

分析においては、最新である平成 17 年度の交通量、混雑時の車速のデータを用いて

算出された混雑料金は 1km あたり 38.6 円となった。先行研究においては平成 11 年

度のデータに基づき、1km あたり 36.2 円と算出されており、2.4 円の上昇となった。

混雑の程度を示す平均交通密度の値が平成 11 年から平成 17 年にかけて増えており、

より高い料金を課して交通量を抑制する必要があることが示された。 

 高速道路無料化案が昨年来、話題となっているが、混雑の激しい大都市圏ではむし

ろ料金を現在より高くし、交通量を抑制することが望ましいといえるだろう。交通量

の抑制により表 5-1 で明らかとなった多額の渋滞損失額を減らすことができる。第 4

章での大阪市におけるコードンプライシングの分析で示された料金案は、どれも現行

の料金(700 円)と等しいかそれ以上の金額となった。ロードプライシングの潮流に倣

い、今後、新たな料金制度が考案されていくことが望ましいが、それが実現されるた

めにはいくつかの課題があるだろう。例えば、新しい料金システムの整備にかかる費

用をどのように捻出するか、あるいは新しい料金制度に対して国民の理解を得ること

ができるか、といった課題が挙げられる。こうした課題を克服し、今後、道路利用者

にとって、より利便性の高い道路交通が実現することを期待する。
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あとがき 
 

 昨春、ニュースでよく取り上げられていた高速道路無料化の話題から道路料金につ

いて純粋に関心をもったため、卒業論文において道路料金をテーマにした。私はその

時点で道路料金について疎かったのだが、調べてみると道路料金は需給一致の観点か

ら決定されるものではないと分かり、経済学的な分析が難しいかもしれないと思った。

また、日本においては、どの高速道路も有料であるが、アメリカなどではほとんど無

料であり、道路料金に関する参考文献は少ないと思っていた。しかし、探してみると

数多くの経済学的な文献があり、研究する上でとても参考になった。 

卒業論文を書くことを通じて、物事を正しく理解しようとする意識を持つことが大

切だと改めて感じるようになった。この論文のテーマに沿った例でいえば、高速道路

を無料化すると言われると、直感的には私たち道路利用者にとってメリットだと捉え

てしまう。しかし、実際には、交通量が増加することで混雑が悪化し、道路が快適に

利用できなくなるというデメリットがある。また、より深く考えると、料金収入が無

くなることにより、道路整備等の財源はどうなるのか、という疑問が湧く。道路料金

とは違う形で道路利用者が負担することになるとすれば、高速道路の無料化は利用者

にとってメリットが無いのである。物事を正しく理解しようとする意識を今後も、も

っていきたい。 

 最後に、卒業論文を書く上では、指導教官である石橋先生、研究会同期や研究会の

先輩、後輩にお世話になった。石橋先生には二年間、親身に指導をしていただき、こ

の論文に対しても細かい添削やアドバイスをいただいた。この場を借りて感謝の意を

表したい。 
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